
一般社団法人の活用と税制改正

Ⅰ

は
じ
め
に

平
成
30
年
度
税
制
改
正
で
は
、

特
定
の
一
般
社
団
法
人
等
を
個

人
と
み
な
し
相
続
税
を
課
す
る

旨
の
規
定
が
創
設
さ
れ
た
。
一

般
社
団
法
人
に
財
産
を
移
転
す

る
こ
と
に
よ
る
相
続
税
の
租
税

回
避
ス
キ
ー
ム
に
対
処
す
る
も

の
で
、
そ
の
点
で
は
妥
当
な
税

制
改
正
で
あ
る
。
し
か
し
、「
民

間
が
担
う
公
益
」
を
目
指
し
た

公
益
法
人
改
革
に
沿
っ
た
一
般

社
団
法
人
等
の
非
営
利
活
動
を

妨
げ
る
こ
と
に
も
な
り
う
る
。

こ
の
場
合
に
は
経
済
活
動
を
歪

め
る
こ
と
と
な
り
税
の
中
立
性

は
損
な
わ
れ
る
。

Ⅱ

一
般
社
団
法
人
制
度
創
設
の
経
緯
と
特
徴

平
成
15
年
6
月
27
日
の
閣
議

決
定
（
公
益
法
人
制
度
の
抜
本

的
改
革
に
関
す
る
基
本
方
針
）

で
は
、
主
務
官
庁
に
よ
る
許
可

主
義
に
よ
っ
て
い
た
公
益
法
人

制
度
に
つ
い
て
見
直
し
が
な
さ

れ
た
。
そ
の
背
景
に
は
、
民
法

の
制
定
か
ら
1
0
0
年
以
上
も

見
直
し
が
行
わ
れ
て
お
ら
ず
、

公
益
性
の
判
断
が
不
明
確
で
、

補
助
金
・
天
下
り
の
受
け
皿
等

の
批
判
が
あ
り
、
時
代
の
変
化

に
対
応
し
た
国
民
に
よ
る
非
営

利
活
動
の
妨
げ
に
な
っ
て
い
た

と
の
指
摘
が
あ
る
。
同
閣
議
決

定
で
は
、
法
人
格
の
取
得
と
公

益
性
の
判
断
や
税
制
上
の
優
遇

措
置
が
一
体
と
な
っ
て
い
る
た

め
に
様
々
な
問
題
が
生
じ
て
い

る
と
結
論
付
け
た
。
こ
の
よ
う

な
理
由
か
ら
、
法
人
格
を
一
定

の
優
遇
措
置
と
分
離
し
、
公
益

性
の
有
無
に
関
わ
ら
な
い
新
た

な
非
営
利
法
人
制
度
が
創
設
さ

れ
た
。
一
般
社
団
法
人
・
一
般

財
団
法
人
に
つ
い
て
は
、
そ
の

行
う
事
業
の
公
益
性
の
有
無
に

関
わ
ら
ず
、準
拠
主
義（
登
記
）

に
よ
っ
て
簡
単
に
法
人
格
を
取

得
で
き
る
こ
と
と
な
っ
た
。

こ
こ
で
非
営
利
の
法
律
上
の

意
味
は
、
構
成
員
に
剰
余
金
を

分
配
し
な
い
と
い
う
こ
と
で
利

益
を
上
げ
て
は
い
け
な
い
と
い

う
こ
と
で
は
な
い
。
ま
た
、
営

利
法
人
と
は
異
な
り
一
般
社
団

法
人
の
構
成
員
で
あ
る
社
員

は
、
法
人
の
資
産
に
対
す
る
持

分
を
有
し
な
い
。

そ
の
他
の
特
徴
と
し
て
、
乗

っ
取
り
の
リ
ス
ク
が
あ
る
。
社

員
の
資
格
に
つ
い
て
は
定
款
に

委
ね
ら
れ
法
的
要
件
は
な
い
。

仮
に
社
員
の
得
喪
を
理
事
会
の

決
定
事
項
と
し
た
場
合
、
乗
っ

取
り
を
目
論
む
理
事
は
自
分
た

ち
に
と
っ
て
都
合
の
良
い
者
を

多
く
社
員
と
す
る
こ
と
で
、
最

高
意
思
決
定
機
関
で
あ
る
社
員

総
会
を
支
配
し
、
一
般
社
団
法

人
を
乗
っ
取
る
こ
と
が
可
能
に

な
る
。こ
れ
を
防
止
す
る
に
は
、

社
員
資
格
を
得
喪
す
る
権
限
は

社
員
総
会
の
決
議
事
項
と
す
る

こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

Ⅲ

相
続
税
対
策
に
一
般
社
団
法
人
が
利
用
さ
れ

る
理
由

一
般
社
団
法
人
設
立
の
最
低

規
模
の
組
織
に
必
要
な
人
員

は
、
社
員
2
人
と
理
事
1
人
で

あ
る
。
社
員
と
理
事
は
同
一
人

で
も
構
わ
な
い
。
従
っ
て
一
般

社
団
法
人
は
大
変
コ
ン
パ
ク
ト

に
運
営
や
活
用
が
出
来
る
。

ま
た
、
一
般
社
団
法
人
に
は

持
分
が
な
い
た
め
、
一
般
社
団

法
人
の
純
財
産
は
相
続
財
産
を

構
成
し
な
い
。
と
こ
ろ
が
社
員

は
持
分
を
有
し
な
い
に
も
か
か

わ
ら
ず
、
最
終
的
に
は
、
残
余

財
産
の
分
配
を
受
け
る
こ
と
が

で
き
る
。
一
般
社
団
法
人
を
用

い
た
相
続
対
策
が
横
行
す
る
こ

と
と
な
っ
た
理
由
が
そ
こ
に
あ

る
。
以
下
、
剰
余
金
及
び
残
余

財
産
の
分
配
に
関
す
る
規
定
と

立
法
趣
旨
を
確
認
す
る
。
こ
れ

を
規
定
す
る
「
一
般
社
団
法
人

及
び
一
般
財
団
法
人
に
関
す
る

法
律
」（
以
下
「
一
般
法
人
法
」

と
い
う
。）は
、剰
余
金
と
解
散

時
の
残
余
財
産
に
つ
い
て
の
規

律
が
異
な
る
と
い
う
特
徴
が
あ

る
。
な
お
、
一
般
社
団
法
人
等

の
解
散
に
よ
っ
て
、
社
員
等
に

残
余
財
産
の
分
配
が
あ
っ
た
場

合
の
課
税
関
係
は
、
当
該
社
員

等
に
対
し
て
、
法
人
か
ら
の
贈

与
と
し
て
一
時
所
得
と
し
て
所

得
税
が
課
さ
れ
る
こ
と
に
な
ろ

う
。

一
般
社
団
法
人
に
お
け
る
剰
余

金
の
分
配
と
残
余
財
産
の
分
配

社
員
に
剰
余
金
又
は
残
余
財

産
の
分
配
を
受
け
る
権
利
を
与

え
る
旨
の
定
款
の
定
め
は
、
そ

の
効
力
を
有
し
な
い
（
一
般
法

人
法
第
11
条
2
項
）。
ま
た
、社

員
総
会
は
、
社
員
に
剰
余
金
を

分
配
す
る
旨
の
決
議
を
す
る
こ

と
が
で
き
な
い
（
一
般
法
人
法

第
35
条
第
3
項
）。社
員
に
剰
余

金
が
分
配
で
き
な
い
理
由
は
、剰

余
金
の
分
配
を
目
的
と
し
な
い

法
人
で
あ
る
と
い
う
一
般
社
団

法
人
の
基
本
的
性
格
に
反
す
る

た
め
で
あ
る
と
さ
れ
て
い
る
1
。

解
散
時
の
残
余
財
産
の
分
配

残
余
財
産
の
帰
属
に
つ
い
て

定
款
に
定
め
が
無
い
場
合
は
、

そ
の
帰
属
は
、
清
算
人
の
社
員

総
会
で
決
議
す
る
こ
と
が
で
き

る
（
一
般
法
人
法
第
2
3
9
条

第
2
項
）。
こ
の
規
定
の
趣
旨

は
次
に
よ
る
2
。

一
般
社
団
法
人
等
に
つ
い
て

は
法
人
財
産
に
つ
い
て
社
員
等

の
持
分
は
な
く
、
営
利
法
人
や

公
益
法
人
の
よ
う
に
残
余
財
産

に
関
す
る
規
律
を
一
律
に
決
定

す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。
ま

た
、
準
拠
主
義
で
設
立
さ
れ
る

法
人
に
つ
い
て
は
、
残
余
財
産

の
帰
属
に
つ
い
て
も
法
人
の
自

律
的
な
意
思
決
定
に
委
ね
る
こ

と
が
相
当
で
あ
る
。
た
だ
し
、

定
款
で
あ
ら
か
じ
め
社
員
等
に

剰
余
金
ま
た
は
残
余
財
産
の
分

配
を
受
け
る
権
利
を
付
与
す
る

こ
と
は
、
社
員
等
が
法
人
の
財

産
に
対
す
る
持
分
を
持
つ
こ
と

に
つ
な
が
る
お
そ
れ
が
あ
り
、

営
利
法
人
と
の
区
別
が
つ
か
な

く
な
る
。
と
こ
ろ
で
一
般
社
団

法
人
等
は
、
残
余
財
産
を
帰
属

さ
せ
る
こ
と
を
禁
止
す
べ
き
と

の
指
摘
が
あ
る
が
、
例
え
ば
、

社
員
か
ら
集
め
た
会
費
や
設
立

者
が
拠
出
し
た
財
産
を
用
い

て
、
も
っ
ぱ
ら
対
内
的
事
業
を

行
う
法
人
が
解
散
し
た
場
合
を

念
頭
に
置
く
と
、
社
員
や
設
立

者
に
帰
属
さ
せ
る
こ
と
を
一
律

に
禁
止
す
べ
き
合
理
的
な
理
由

は
な
い
と
の
考
え
方
が
あ
る
。

そ
こ
で
、
一
般
法
人
法
に
お
い

て
は
、
残
余
財
産
の
帰
属
に
つ

い
て
特
段
の
制
限
を
設
け
て
い

な
い
。

Ⅳ

一
般
社
団
法
人
に
関
す
る
税
制
改
正
の
内
容

相
続
税
法
第
66
条
の
2（
新
設
）

の
規
定
の
概
要

特
定
の
一
般
社
団
法
人
等

（
公
益
社
団
・
財
団
法
人
、
法

人
税
法
第
2
条
第
9
号
の
2
に

規
定
す
る
非
営
利
型
法
人
等
を

除
く
）
の
理
事
（
相
続
開
始
前

5
年
内
に
理
事
で
あ
っ
た
一
定

の
場
合
を
含
む
）
が
死
亡
し
た

場
合
、
そ
の
時
価
純
資
産
額
の

一
定
額
に
つ
い
て
当
該
法
人
を

個
人
と
み
な
し
相
続
税
を
課
す

る
。
こ
の
場
合
の
特
定
の
一
般

社
団
法
人
等
と
は
、
死
亡
し
た

理
事
と
そ
の
三
親
等
内
の
親
族

等
一
定
の
同
族
関
係
を
有
す
る

理
事
の
数
が
理
事
の
総
数
に
対

し
て
1
／
2
を
超
え
る
一
般
社

団
法
人
等
で
あ
る
。
相
続
税
の

課
税
対
象
額
は
、
当
該
法
人
の

時
価
純
資
産
を
上
記
の
同
族
理

事
の
数
に
1
を
加
え
た
数
で
除

し
て
も
と
め
る
。
相
続
税
法
第

66
条
第
4
項
の
適
用
に
よ
り
贈

与
税
又
は
相
続
税
が
課
さ
れ
た

場
合
は
、
上
記
の
相
続
税
額
を

限
度
と
し
て
控
除
さ
れ
る
。

相
続
税
法
第
66
条
第
4
項
の
課

税
要
件
の
明
確
化

相
続
税
法
第
66
条
第
4
項
は
、

一
定
の
一
般
社
団
法
人
等
に
贈

与
等
が
あ
っ
た
場
合
に
贈
与
税

等
の
負
担
が
不
当
に
減
少
す
る

結
果
と
認
め
ら
れ
る
と
き
に
当

該
法
人
を
個
人
と
み
な
し
贈
与

税
等
を
課
す
る
と
い
う
規
定

で
、
改
正
内
容
は
そ
の
課
税
要

件
を
明
確
に
し
た
こ
と
で
あ

る
。
改
正
の
内
容
は
、
贈
与
税

等
の
負
担
が
不
当
に
減
少
す
る

結
果
と
認
め
ら
れ
る
事
柄
に
つ

い
て
、
親
族
等
の
数
が
役
員
等

の
数
の
う
ち
に
占
め
る
割
合
を

1
／
3
以
下
と
す
る
旨
の
定
款

の
定
め
が
な
い
こ
と
等
の
一
定

の
要
件
に
該
当
す
る
と
き
と
さ

れ
た
。

Ⅴ

相
続
税
法
第
66
条
の
2
の
創
設
の
効
果

こ
の
規
定
の
創
設
に
よ
り
、

い
わ
ゆ
る
「
一
般
社
団
法
人
を

活
用
し
た
相
続
税
逃
れ
」
に
対

し
て
は
、
抑
止
力
を
持
つ
も
の

と
評
価
で
き
る
。
こ
の
種
の
相

続
税
逃
れ
の
ハ
ー
ド
ル
が
高
く

な
っ
た
。
例
え
ば
、
理
事
の
構

成
メ
ン
バ
ー
に
は
第
三
者
の
割

合
を
多
く
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
実
質
的
に
財
産
の
支
配
を

続
け
な
が
ら
相
続
税
を
免
れ
る

と
い
う
こ
と
が
こ
の
ス
キ
ー
ム

の
目
的
で
あ
ろ
う
。
そ
う
す
る

と
全
く
の
第
三
者
を
理
事
に
す

る
で
あ
ろ
う
か
。
法
人
税
法
施

行
令
第
4
条
第
6
項
で
は
、
同

族
親
族
の
意
見
と
同
一
の
内
容

の
議
決
権
を
行
使
す
る
こ
と
に

同
意
し
て
い
る
者
の
議
決
権

は
、
当
該
同
族
親
族
等
が
有
す

る
も
の
と
み
な
す
規
定
が
あ

り
、
財
産
評
価
通
達
1
8
8
で

は
こ
の
規
定
が
引
用
さ
れ
「
同

族
株
主
」
の
範
囲
が
定
義
さ
れ

て
い
る
。
今
後
、
状
況
に
よ
っ

て
は
さ
ら
な
る
課
税
強
化
の
可

能
性
も
あ
る
。

一
方
で
、
こ
の
規
定
の
創
設

に
よ
り
妨
げ
ら
れ
る
利
他
的
活

動
も
あ
る
。
少
子
高
齢
化
に
よ

り
今
後「
お
ひ
と
り
さ
ま
相
続
」

の
増
加
が
予
想
さ
れ
る
。
特
に

法
定
相
続
人
が
兄
弟
姉
妹
の
相

続
で
は
、
自
分
の
財
産
を
相
続

人
以
外
に
遺
贈
し
て
社
会
の
役

に
立
て
た
い
と
考
え
る
者
も
相

当
数
い
る
で
あ
ろ
う
。
遺
贈
先

を
公
益
社
団
法
人
等
と
し
一
定

の
要
件
を
備
え
れ
ば
非
課
税
で

財
産
移
転
が
可
能
で
あ
る
。
し

か
し
、
例
え
ば
自
分
が
応
援
し

た
い
人
た
ち
へ
の
奨
学
金
と
し

て
遺
産
を
提
供
し
た
い
と
考
え

た
場
合
、
一
番
手
軽
に
で
き
る

こ
と
は
甥
な
ど
親
族
を
社
員
及

び
理
事
と
す
る
一
般
社
団
法
人

を
設
立
し
そ
こ
に
遺
贈
す
る
こ

と
で
あ
る
。
こ
れ
は
本
来
の
公

益
法
人
改
革
の
本
旨
に
沿
っ
た

行
為
で
あ
る
し
、
一
般
法
人
法

の
立
法
趣
旨
に
も
合
致
す
る
。

し
か
し
、
相
続
税
法
第
66
条
の

2
の
創
設
に
よ
り
、
こ
の
よ
う

な
目
的
の
一
般
社
団
法
人
も
個

人
と
み
な
し
相
続
税
課
税
が
な

さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
こ
の

場
合
の
遺
贈
先
を
法
人
税
法
第

2
条
第
9
号
の
2
の
非
営
利
型

法
人
に
す
れ
ば
、
相
続
税
課
税

は
免
れ
る
。
た
だ
し
組
織
の
運

営
が
大
が
か
り
に
な
っ
て
し
ま

う
。
か
な
り
の
遺
産
が
無
け
れ

ば
こ
の
よ
う
な
組
織
の
運
営
コ

ス
ト
を
捻
出
す
る
こ
と
は
困
難

で
あ
る
。
結
果
と
し
て
「
民
間

が
担
う
公
益
」
の
芽
が
摘
ま
れ

る
こ
と
と
な
る
。

Ⅵ

お
わ
り
に

公
平
な
課
税
制
度
を
作
る
の

は
難
し
い
。
課
税
逃
れ
に
網
を

掛
け
よ
う
と
す
る
と
立
法
の
目

的
に
そ
ぐ
わ
な
い
他
の
善
意
的

な
活
動
に
も
影
響
が
出
て
く

る
。
相
続
税
法
第
66
条
の
2
の

規
定
の
創
設
は
公
平
な
課
税
の

実
現
に
寄
与
す
る
も
の
で
あ

る
。
け
れ
ど
も
日
本
に
寄
付
文

化
を
根
付
か
せ
る
た
め
に
は
、

一
般
社
団
法
人
等
の
事
業
内
容

も
考
慮
し
た
税
制
改
正
の
検
討

が
期
待
さ
れ
る
。
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